
公示運賃・料金の説明（一般貸切旅客自動車運送事業の運賃・料金の標準適用方法）

１．車種区分

参考資料

車種区分

大型車大型車

中型車中型車

車両の長さ９メートル以上又は旅客席数50人以上車両の長さ９メートル以上又は旅客席数50人以上

大型車 小型車以外のもの大型車 小型車以外のもの中型車中型車

小型車小型車

大型車、小型車以外のもの大型車、小型車以外のもの

車両の長さ7メートル以下で、かつ、旅客席数29人以下車両の長さ7メートル以下で、かつ、旅客席数29人以下

２．運賃の種類

① 実拘束時間（旅客の指定場所に到着してから旅客が降車するまでの時間）に時間賃率① 実拘束時間（旅客の指定場所に到着してから旅客が降車するまでの時間）に時間賃率
時間制運賃時間制運賃

① 実拘束時間（旅客の指定場所に到着してから旅客が降車するまでの時間）に時間賃率
を乗じた額
注）実拘束時間が３時間未満の場合は、３時間として計算
時間積算は１日あたり１２時間まで（２日以上は１日８時間）を上限として計算

① 実拘束時間（旅客の指定場所に到着してから旅客が降車するまでの時間）に時間賃率
を乗じた額
注）実拘束時間が３時間未満の場合は、３時間として計算
時間積算は１日あたり１２時間まで（２日以上は１日８時間）を上限として計算

旅客の最初の乗車地点から最後の降車地点までの距離に以下の距離区分に応じて設定旅客の最初の乗車地点から最後の降車地点までの距離に以下の距離区分に応じて設定
キロ制運賃キロ制運賃

旅客の最初の乗車地点から最後の降車地点までの距離に以下の距離区分に応じて設定
イ １００キロまで
ロ １００キロを超え３００キロまで
ハ ３００キロを超えるもの

旅客の最初の乗車地点から最後の降車地点までの距離に以下の距離区分に応じて設定
イ １００キロまで
ロ １００キロを超え３００キロまで
ハ ３００キロを超えるもの

【運賃 適用方】【運賃 適用方】時間・キロ
選択制運賃
時間・キロ
選択制運賃

【運賃の適用方】
時間制運賃は実拘束時間が１２時間以内の運送に適用し、それ以外の運送についてはキ
ロ制運賃を適用
注）時間制運賃で計算した運賃・料金の合計額が、キロ制運賃を適用した場合の運賃・料金の合計額に満たない場合に
は時間制運賃は適用しない

【運賃の適用方】
時間制運賃は実拘束時間が１２時間以内の運送に適用し、それ以外の運送についてはキ
ロ制運賃を適用
注）時間制運賃で計算した運賃・料金の合計額が、キロ制運賃を適用した場合の運賃・料金の合計額に満たない場合に
は時間制運賃は適用しない

時間制運賃の合計額 ＜ キロ制運賃の合計額 ＝ キロ制運賃の合計額を適用時間制運賃の合計額 ＜ キロ制運賃の合計額 ＝ キロ制運賃の合計額を適用



２．運賃の種類（続き）

公示運賃・料金の説明（一般貸切旅客自動車運送事業の運賃・料金の標準適用方法）

運賃 種類（続 ）

行先別運賃行先別運賃
特定の行先について、時間制運賃、キロ制運賃又は時間・キロ選択制運賃にて算出した運
賃及び料金の合計額
注）別途、地方運輸局長へ届出が必要

特定の行先について、時間制運賃、キロ制運賃又は時間・キロ選択制運賃にて算出した運
賃及び料金の合計額
注）別途、地方運輸局長へ届出が必要

運賃計算の基本
① 運賃は運賃の種類及び車種別に計算した金額の最高額及び最低額の範囲内
② 運賃は営業所の所在する出発地の運賃を基礎として計算

運賃計算の基本
① 運賃は運賃の種類及び車種別に計算した金額の最高額及び最低額の範囲内
② 運賃は営業所の所在する出発地の運賃を基礎として計算

３ 運賃の割引・割増３．運賃の割引 割増

身体障害者福祉法
知的障害者福祉法
児童福祉法

身体障害者福祉法
知的障害者福祉法
児童福祉法

各法律の適用を受ける者の団体は3割引各法律の適用を受ける者の団体は3割引

学校教育法による
学校

学校教育法による
学校

通学又は通園する者の団体については2割引
注）大学及び高等専門学校を除く
通学又は通園する者の団体については2割引
注）大学及び高等専門学校を除く

その他
2つ以上の割引条件に該当する場合は、いずれか高い率を適用し、重複して割引（割増）をしない。

2割引（小学校の遠足） ＋ 2割引（その他の割引） ＝ ４割引

その他
2つ以上の割引条件に該当する場合は、いずれか高い率を適用し、重複して割引（割増）をしない。

2割引（小学校の遠足） ＋ 2割引（その他の割引） ＝ ４割引割引（小学校 遠足） 割引（そ 他 割引） 割引割引（小学校 遠足） 割引（そ 他 割引） 割引



４．料 金

公示運賃・料金の説明（一般貸切旅客自動車運送事業の運賃・料金の標準適用方法）

料 金

深夜早朝運行料金深夜早朝運行料金 ２２時以降翌朝５時までの間に運行した場合
注）回送のための運行は適用しない
２２時以降翌朝５時までの間に運行した場合
注）回送のための運行は適用しない

待機料金
※旅客側の原因による場合
待機料金

※旅客側の原因による場合
① 時間待機料金を適用する場合は、１時間あたりの待機料金
注）時間制運賃（時間・キロ選択制運賃の場合で時間での運賃計算をした場合を含む）を適用した場合は適用しない

② 宿泊待機料金を適用する場合は、２日以上にわたる運送で宿泊を伴う場合

① 時間待機料金を適用する場合は、１時間あたりの待機料金
注）時間制運賃（時間・キロ選択制運賃の場合で時間での運賃計算をした場合を含む）を適用した場合は適用しない

② 宿泊待機料金を適用する場合は、２日以上にわたる運送で宿泊を伴う場合

旅客の乗車地または降車地が最寄りの営業所から２０キロを超える場合に、超えた距離に
ついて適用
旅客の乗車地または降車地が最寄りの営業所から２０キロを超える場合に、超えた距離に
ついて適用回送料金回送料金

フェリーボートを利用した場合に 航送にかかった時間を適用フェリーボートを利用した場合に 航送にかかった時間を適用航送料金航送料金 フェリ ボ トを利用した場合に、航送にかかった時間を適用
注）時間制運賃等を適用した場合は適用しない
フェリ ボ トを利用した場合に、航送にかかった時間を適用
注）時間制運賃等を適用した場合は適用しない航送料金航送料金

以下のケースの場合に運賃の５割以内で適用以下のケースの場合に運賃の５割以内で適用特殊車両割増料金特殊車両割増料金
標準的な装備を超える特殊な設備を有する車両で、
（特殊設備車両購入価格 ÷ 座席数） ＞ （標準的車両購入価格 ÷ 座席数）

７０％以上高額である場合

標準的な装備を超える特殊な設備を有する車両で、
（特殊設備車両購入価格 ÷ 座席数） ＞ （標準的車両購入価格 ÷ 座席数）

７０％以上高額である場合



５．端数処理

公示運賃・料金の説明（一般貸切旅客自動車運送事業の運賃・料金の標準適用方法）

端数処理

１０キロ未満は１０キロに切り上げ
注）回送キロは１キロ未満は１キロに切り上げ
１０キロ未満は１０キロに切り上げ
注）回送キロは１キロ未満は１キロに切り上げ距離の端数距離の端数

３０分未満は切り捨て、３０分以上は１時間に切り上げ３０分未満は切り捨て、３０分以上は１時間に切り上げ時間の端数時間の端数

６．実費負担

ガイド料、有料道路利用料、航送料、駐車料、乗務員宿泊料その他旅客から特別な負担を求められた場合には、そ
の実費を旅客の負担とする
ガイド料、有料道路利用料、航送料、駐車料、乗務員宿泊料その他旅客から特別な負担を求められた場合には、そ
の実費を旅客の負担とするの実費を旅客の負担とする。の実費を旅客の負担とする。
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公示運賃・料金の説明（一般貸切旅客自動車運送事業の運賃・料金の標準適用方法）

認可制時運賃料金の原価算定
運賃原価の範囲運賃原価の範囲 運賃原価は、一般貸切旅客運送事業の営業費（人件費、燃料油脂費、車両修繕費、車両償却費、その他運送費及び一般管理費）、営

業外費用及び適正利潤を合計した額とする。
運賃原価は、一般貸切旅客運送事業の営業費（人件費、燃料油脂費、車両修繕費、車両償却費、その他運送費及び一般管理費）、営
業外費用及び適正利潤を合計した額とする。

（１） 人件費（人件費は給与、退職金、厚生費の合計額とし、次式により算定する。）
平均給与月額 × 支払延人員 × （ １ ＋ 退職金支給率 ＋ 厚生費支給率 ）平均給与月額 × 支払延人員 × （ １ ＋ 退職金支給率 ＋ 厚生費支給率 ）

イ 平均給与月額
基準賃金、基準外賃金及び賞与の年間総額を１／１２した額
ロ 支給延人員
実績年度の支給延人員。ただし、労働時間の短縮について、実施し又は実施することが確定している場合のみ運転者について人員増を認める。
ハ 退職金支給率ハ 退職金支給率
実績年度の給与総額に対する退職金の割合
ニ 厚生費支給率
実績年度の給与総額に対する厚生費の割合

（２） 燃料油脂費

イ 燃料費 燃料別単位当たり価格 × （ 燃料別総走行キロ ÷ 燃料別単位当たり走行キロ ）

① 単位当たり価格
最近の平均購入価格。ただし、燃料税の増額が確定している場合は、増税分を加算した額とする。
② 燃料別総走行キロ
実績年度値の比率実績年度値の比率
③ 単位当たり走行キロ
実績年度値による

ロ 油脂費 車キロ当たり経費 × 実績年度総走行キロ

車キロ当たり経費車キロ当たり経費
実績値 × （ １ × ＣＰＩ）

（３） 車両修繕費（タイヤ・チューブ費を含む）
車キロ当たり経費 × 実績年度総走行キロ

車キロ当たり経費
実績値 × （ １ ＋ （ＣＰＩ＋ＷＰＩ÷２））



公示運賃・料金の説明（一般貸切旅客自動車運送事業の運賃・料金の標準適用方法）

認可制時運賃料金の原価算定
（４） 車両償却費
標準車両価格 × 実績年度期中平均車両数 × 償却率

① 標準車両価格
最近における現金購入価格

② 償却率
（ １ ー ０．１ ） ÷ ５年 ＝ ０．１８

（５） 保険料

イ 強制保険
１両当たり保険料 × 実績年度期中平均車両数

ロ その他
実績額

（６） 諸税

イ 自動車税及び自動車重量税
１両当たり税額 × 実績年度期中平均車両数

ロ その他
実績額

（７） その他諸経費

イ その他償却費
実績額実績額

ロ その他修繕費
翌年度 ＝ 実績額 × （ １ ＋ ＣＰＩ ）
平年度 ＝ 翌年度額 × （ １ ＋ ＣＰＩ ）

ハ その他

① 交際費
実績額（ただし、非課税限度額を限度）

② 事故賠償費
実績額

③ その他
翌年度 ＝ 実績額 × （ １ ＋ ＣＰＩ ）
平年度 ＝ 翌年度額 × （ １ ＋ ＣＰＩ ）



公示運賃・料金の説明（一般貸切旅客自動車運送事業の運賃・料金の標準適用方法）

認可制時運賃料金の原価算定
（８） 一般管理費

イ 人件費

ロ 諸税ロ 諸税
① 事業税
実績年度適正利潤 × 申請地区事業税税率
② その他
実績額

ハ その他経費ハ その他経費

① 交際費、寄付金
実績額（ただし、非課税限度額を限度）
② 固定資産償却費
実績額

他③ その他
翌年度 ＝ 実績額 × （ １ ＋ ＣＰＩ ）
平年度 ＝ 翌年度額 × （ １ ＋ ＣＰＩ ）

（９） 営業外費用

イ 金融費用
実績額 ＋ （ 所要資金 自己資金 ） × 平均利率実績額 ＋ （ 所要資金 ー 自己資金 ） × 平均利率

① 所要資金
車両購入及び施設改善のために要する資金

② 自己資金
減価償却費及び増資予定額（確定している場合のみ）

ロ その他
実績額



公示運賃・料金の説明（一般貸切旅客自動車運送事業の運賃・料金の標準適用方法）

認可制時運賃料金の原価算定
（１０） 適正利潤
貸切換算自己資本 × 資本利子率（０．１） ÷ （１－法人税等税率）

① 貸切換算自己資本
自己資本に全事業の固定資産に占める貸切事業用固定資産の比率を乗じて算出。（ただし、自己資本が欠損となっている場合には、貸切換算資本金を基礎に算定）

② 法人税等税率
法人税税率 ＋ （法人税税率 × （都道府県民税率 ＋ 市町村税率））

所要増収率の算定

運送原価 ー （ 運送雑収 ＋ 営業外費用 ）
ー １

運送収入

運賃改定率の算定
運賃改定率は、原価計算の結果に基づく所要増収率と等しくなるよう算定。
なお、制度変更及び料金等の変更により増収効果が伴う場合には所要の修正を行う。

処分基準
１ 運賃については、上記により算定した運賃改定率に現行の運賃額を乗じることによって算定した額をもって認可する。
２ 料金については、料金に対応するサービスの原価、利用者の負担力等を勘案のうえ定めた額をもって認可する。



公示運賃・料金の説明（一般貸切旅客自動車運送事業の運賃・料金の標準適用方法）

公示運賃料金公示運賃料金

注）平成３年に改定された認可運賃を基礎として、運賃については上限１５％、下限２５％を乗じ、料金については下限１０％を乗じて公示運賃料
金としている。



公示運賃・料金の説明（一般貸切旅客自動車運送事業の運賃・料金の標準適用方法）

公示運賃料金公示運賃料金

注）平成３年に改定された認可運賃を基礎として、運賃については上限１５％、下限２５％を乗じ、料金については下限１０％を乗じて公示運賃料
金としている。



「貸切バス運賃・料金制度ワーキンググループ」中間報告の概要①
本年７月に学識経験者、貸切バス事業者、労働組合、旅行業者等の関係者から構成される「貸切バス運賃・料金制度ワーキンググルー
プ」（座長：加藤博和 名古屋大学大学院准教授）において、合理的で実効性のある貸切バスの運賃・料金制度の構築に向けて検討を進めて

参考資料

きたところ、今般、運賃・料金制度の見直しの方向性について以下のとおり中間報告を行う。

◆ 第１回（ ７月２５日）…これまでの経緯及び貸切バス運賃・料金制度の現状と課題
◆ 第２回（ ９月２４日）…貸切バス、旅行業関係委員からの運賃・料金に係る提案等及び運賃・料金の実態調査結果

ワーキンググループ会合の開催状況

◆ 第２回（ ９月２４日） 貸切バス、旅行業関係委員からの運賃 料金に係る提案等及び運賃 料金の実態調査結果
◆ 第３回（１１月 １日）…有識者委員、労働組合関係委員からの運賃・料金に係る提案等及び実効性のある貸切バス運賃・料金制度の構築に向けた検討
◆ 第４回（１２月１１日）…中間報告（案）の検討

１．貸切バス運賃・料金の現状と課題、及び検討の視点
① 制度の現状と課題
公示運賃・料金は、平成3年の認可運賃をベースに、当初の原価計算の考え方を基本的に維持したまま、物価水準等や消費税の転嫁、幅
運賃の見直しを経て現在に至っているが、近年の物価動向や現在の原価計算の前提条件を適切に反映しているとはいえない。
適用方法も複雑で分かりにくい。

② 運賃・料金の収受等の現状と課題
需給調整規制の廃止により、新規参入が容易となったことから供給過剰となる一方で、団体旅行の減少や旅行の小口化等による需要減少
とインターネットの普及等により価格競争が激化し、公示運賃・料金に基づく届出運賃・料金が守られず、公示運賃・料金の下限を下
回った運賃での取引が多く行われている。

（参考）（参考）
貸切バス事業者へのアンケート調査の結果

全体の７割が届出運賃を収受できていない
法令遵守意識の低下・欠如や、運賃・料金の適用方法の理解不足
需要の季節変動が激しいため、閑散期には運賃を下げざるを得ない
小規模事業者の多くが兼業で行っており、運転手が嘱託・兼業という事業者が多数
小規模事業者ほど運賃・料金を顧客との相談や過去の実績、市場の動向を参考に設定小規模事業者ほど運賃 料金を顧客との相談や過去の実績、市場の動向を参考に設定

運賃・料金の決定については、旅行業者等の運送申込者の意向が強く反映されていると指摘されている。
適正な運賃・料金の収受ができていないことなどから、営業収入が減少し、人件費の抑制や車両更新時期の延長、車両整備費の抑制と
いった影響や支障が発生したことにより、安全性や事業持続性を脅かす事態が生じている。

上記を踏まえ以下の視点から検討 ④ 関係者間の取引実務

① 取引実態を踏まえた
制度設計

② 法令遵守や事故防止
等、サービス改善等の
観点からの制度設計

③ 国民目線・消費者目
線の観点からの制度設
計

④ 関係者間の取引実務
円滑化及び貸切バス事
業者による創意工夫・
需要喚起を促す観点か
らの制度設計

⑤ 事後チェックが技術
的に容易な制度設計



「貸切バス運賃・料金制度ワーキンググループ」中間報告の概要②

2．合理的で実効性ある貸切バス運賃・料金制度の方向性

公示運賃・料金の水準が現状と乖離しており、届出運賃・料金を下回る額での取引が行われ、この結果、人件費や車両更新等の再投資費
用の抑制により、安全・安心を確保することが困難な状態となっていることなどを踏まえ、具体的には次のような取り組みを進めていく必
要がある。

① 公示運賃・料金制度の枠組みの見直し
貸切バスが具備すべき安全の確保、適切な事業管理体制の構築といった観点を考慮し、さらに、現在の物価水準も加味して標準的な原価
水準の計算を行い、その結果を参考に公示運賃・料金を見直すことが必要。
賃 料金 種 簡素化 準 値 決定 び 意義 強制 賃 料金 分 今後検運賃・料金の種類の簡素化、基準となる値の決定方法、上下限の幅及びその意義や強制力のあり方、運賃と料金の区分については今後検

討。

② 貸切バスの付加価値に見合った運賃・料金の確保
レベルの高い安全対策（運輸安全マネジメントの導入、貸切バス安全性評価の認定など）や乗務員の質、顧客満足度を高める付加価値にレ ルの高い安全対策（運輸安全マネジメントの導入、貸切バス安全性評価の認定など）や乗務員の質、顧客満足度を高める付加価値に
より、これに見合った運賃・料金を確保。

③ 貸切バス事業者と旅行業者等の運送申込者との適正な取引の確保
書面取引の徹底、運送申込書・引受書の記載事項に明細を記すような明瞭化及び領収書発行の徹底、運送申込者の不適正な申込みの防止。
「貸切バス選定・利用ガイドライン」を活用し 運賃・料金制度の理解促進「貸切バス選定・利用ガイドライン」を活用し、運賃・料金制度の理解促進。

④ 利用者に対する適切な情報開示
貸切バス事業者自ら事業の計画・内容や安全に係る取り組みを積極的に開示。
「貸切バス事業者安全性評価認定制度」を活かした上で、高い安全性の確保に取り組む良質な貸切バス事業者について認識を広める。

⑤ 業界団体等による運賃・料金の適正化に向けた取り組み
貸切バス及び旅行業の両業界団体による指導や啓発活動を積極的に実施。具体的には、原価計算の普及・浸透に取り組むことが必要。

⑥ 不適正な運賃・料金による取引に対する指導・監査・処分の徹底⑥
国や業界団体による指導や監査・処分の徹底、運送申込者による悪質な行為に起因する場合の対策の検討。



平成２４年１０月に学識経験者、バス事業者、労働組合、旅行業者等の関係者から構成される「バス事業のあり方検討会（座
長 中村文彦横浜国立大学大学院教授） を設置し 貸切バ 安全性向上に向けた施策を中心に検討を進め きたと ろ 今

バス事業のあり方検討会 中間整理 参考資料

貸切バス全般に係る対策

長：中村文彦横浜国立大学大学院教授）」を設置し、貸切バスの安全性向上に向けた施策を中心に検討を進めてきたところ、今
般、検討状況について以下のとおり中間整理を行い、年度内の最終とりまとめに向けて引き続き検討を行う。

【今後講じるべき対策】 ※いずれの項目も、調整・検討が終わり次第、速やかに実施

（１）参入時の安全性チ クの強化

【課題】

○ 価格競争の激化に伴い、安
全コストを考慮しない発注が

（１）参入時の安全性チェックの強化

①安全管理体制の強化 ～ 経営トップをはじめとする事業者全体での安全管理の取組みを中小事業者に拡大

（運輸安全マネジメントの実施義務づけ）

②運行管理制度の強化 ～ 車両運行中の運行管理者業務の明確化、デジタル式運行記録計・ドライブレコー
ダーによる運行管理体制の構築等全コストを考慮しない発注が

広がっている現在の業界構造

○ 事業者数・車両数が増加す
る一方、需要の増加は限定的
→ 日車営収が下落

ダーによる運行管理体制の構築等

③役員の法令試験の厳格化、現場確認の徹底

④更に検討を継続すべき項目
・車庫要件の見直し、最低車両台数の見直し

（２）参入後の安全性向上の取組
→ 運転者の労働条件が悪化
し、安全性が低下

○ 安全確保への取組意識が
低い事業者や法令が遵守され
ていない事業者が存在

（２）参入後の安全性向上の取組

①運輸安全マネジメント評価を中小事業者に拡大。安全管理体制の構築のための支援事業を展開。

②事業者による法令遵守を徹底するため、第三者機関による適正化事業（コンサルティング）を実施（新高
速乗合バス移行事業者等から開始し、順次拡大）。また、事業者の法令遵守に係る自主点検とその結果
の国への報告を義務化

ていない事業者が存在

○ 監査等の事後チェック体制
が不十分

○ 旅行業者等の発注者との
間で 適正とは言えない取引

の国への報告を義務化

③国による集中的な監査・処分を実施 （監査のあり方検討会において検討）

（３）適正な取引環境の整備

①旅行業者等の発注者との取引の適正化 ～ 書面取引の徹底

②合理的 実効性ある運賃 料金制度 構築 安全 や最新 物価水準 踏 え 適 な 価水準間で、適正とは言えない取引
も見られる現状

○ 利用者からの信頼を回復す
る必要

②合理的で実効性ある運賃・料金制度の構築 ～ 安全コストや最新の物価水準も踏まえた適正な原価水準の

計算に基づく公示運賃・料金制度の枠組みの見直し（貸切バス運賃・料金ＷＧにおいて検討）

（４）利用者への情報提供の推進～ サービスの安全性を判断する上で重要な情報（法令遵守状況、事業者の

自主的な安全確保に関する取組み等）を公表

①新高速乗合バスへの移行 ～ 平成２５年７月末までの移行に向けた、バス停留所の調整等

②過労運転の防止 ～ 高速ツアーバスの交替運転者の配置基準の策定等（過労運転防止検討会において検討）

高速ツアーバス等に係る対策



中間整理のイメージ～高速ツアーバス事故を受けた貸切バスの安全性向上対策～

参入時のチェックの強化 参入後の安全性向上の取組参入時のチェックの強化 参 後 安 取

中小事業者の安全性向上を実現

【貸切バス事業の審査基
準の見直し】 事業者数 運
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ン
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※更に検討を継続すべき項目

・車庫要件の見直し
・最低車両台数の見直し
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最低車両台数の見直し

【審査手法の見直し】 大規模悪質事業者

中小
事業者 （導入済み）

【審査手法の見直し】

・法令試験の厳格化

・現場確認の強化

【適 な 環境 整備】 【 者 情報提供 推進】

大規模
事業者

悪質事業者

事業規模

【適正な取引環境の整備】
・旅行業者等の発注者との取引の適正化
・実効性のある運賃・料金制度の構築

【利用者への情報提供の推進】
・利用者が事業者を選べる環境の整備

平成２５年７月末までの移行に向けた、バス停留所の調整等 高速ツアーバスの交替運転者の配置基準の策定等

高速ツアーバス等の「新高速乗合バス」への移行高速ツアーバス等の「新高速乗合バス」への移行 高速ツアーバス等の過労運転の防止高速ツアーバス等の過労運転の防止



 

 

「バス事業のあり方検討会」報告書（平成２４年３月３０日） 抜粋 

 

Ⅲ．貸切バスの健全な発展に向けて 

(４)営業面での規制の見直し 

◇ 貸切バス事業者による創意工夫や需要喚起を促すとともに、貸切バス車両の稼働

率や貸切バス事業の収益性の向上等に資するため、営業面での規制の合理化を進め

る必要がある。 

◇ 以上のような考え方を踏まえ、具体的には、次のような取り組みを進めるべきで

ある。 

③貸切バス運賃・料金制度のあり方のさらなる検討 

－貸切バスに係る現行の公示運賃は、平成３年の認可運賃をベースに、当初

の原価計算の考え方は基本的に維持したまま、物価水準等や消費税の転嫁、

幅運賃の幅の見直しを経て現在に至っている。 

    －このため、近年のデフレ傾向を必ずしも反映していないほか、現在の原価

計算の前提条件を適切に反映しているとは言えないものとなっている。ま

た、大部分の事業者は公示運賃を届出運賃としているものの、いわゆる実

勢運賃は、公示運賃や届出運賃を大きく下回っていると言われている。 

－本検討会においては、それ以下の額での契約を認めない厳格な下限運賃制

度の導入が一部委員から提案されたが、 

・ＢtoＢの取引が中心の貸切バスに、他の消費者取引以上に厳格な規制

を導入することが妥当か 

・多様な取引形態やシーズナリティが存在する中で、下限とする運賃・

料金水準を適切に決定することは困難 

・実際に契約される運賃額を下限に張り付ける圧力が発生するおそれが

ある 

     などの意見もあった。運賃・料金制度のあり方を検討するに当たっては、

定性的な議論に止まらず、取引実態を踏まえつつ、さらに客観的・定量的

な検証を積み重ねていく必要がある。 

－また、現行の運賃・料金制度の課題を把握しているバス業界、旅行業界、

労働組合、地方運輸局に対して望ましい運賃・料金制度についての提案を

求めたところ、多種多様な意見が出されるなど、必ずしも方向性が定まら

ない状況であった。 

－このため、学識経験者、貸切バス事業者、労働組合、旅行業者、行政等の

関係者から構成される貸切バス運賃・料金制度等ワーキンググループを設

置し、平成２４年度中に合理的で実効性のある新たな貸切バス運賃・料金

制度案を取りまとめるべく、さらに検討を深めていく必要がある。 

       －検討に当たっては、業界の視点・供給者の視点からの議論に偏らないよう、

国民目線・消費者目線での評価を十分に意識しながら検討を行う必要があ

参考資料 



 

 

る。また、総務省「貸切バスの安全性確保対策に関する行政評価・監視結

果に基づく勧告」における指摘内容も踏まえつつ検討を行う必要がある。

これに加え、当検討会の各委員からは、例えば、次のような視点が提示さ

れたところである。当検討会としては、貸切バス運賃・料金制度等ワーキ

ンググループにおいて、これらの点を十分に踏まえた検討が行われること

を期待する。 

 

【検討の視点（例）】 

① 取引実態を踏まえた制度設計 

（例．ＢtoＢ中心、観光旅行以外の需要の増加、シーズナリティの存在、短時間契約や長期間契

約の存在等） 

② 法令遵守や事故防止、サービス改善等の観点からの制度設計 

（例．法令遵守や事故防止、サービス改善等が可能な適正利潤を含む運賃・料金水準とその算出

方法、ツーマン運行の取扱い等） 

③ 国民目線・消費者目線の観点からの制度設計 

（例．消費者の保護、わかりやすい仕組み、供給者だけではなく消費者からも支持される納得感

のある制度、必要性・重要性やリスクの違いを理解しやすいこと等） 

④ 関係者間の取引実務の円滑化の観点からの制度設計 

（例．運賃・料金制度の簡素化等） 

⑤ 貸切バス事業者による創意工夫や需要喚起を促す観点からの制度設計 

（例．共通的に定めるべき部分と個別事業者の判断に委ねるべき部分の切り分け等） 

⑥ 事後チェックが技術的に容易な制度設計 

（例．関係書類の作成・保存の義務付け等） 

－また、現行の運賃・料金制度が形骸化して久しいとの指摘もある中で、運

賃・料金制度を単に変更するだけでは、新制度への移行が必ずしも迅速か

つ円滑に進まないおそれもある。このため、例えば、貸切バス利用ガイド

ラインの作成・周知などを含む関連する他の取り組みと新たな運賃・料金

制度の構築とを有機的に連動させつつ、安全性の確保を前提とした健全な

競争が行われるような市場環境を整備し、新制度への確実な移行を進める

ことが必要である。 

－検討の手順としては、例えば、次のようなものが考えられる。 

① 取引実態の分析 

（過去の需要構造の変化と今後の見通し等） 

② 現行の運賃・料金制度の問題点の整理 

（名目と実態が乖離した原因等） 

③ 新たな運賃・料金制度の設計方針の検討 

④ 具体的な制度設計の実施 


